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2026 年６月期第２四半期（中間期）業績予想と実績の差異及び 

特別損益の計上、繰延税金資産の取崩し並びに通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 

2025年８月 14日に公表いたしました 2026年６月期第２四半期（中間期）の連結業績予想と本日公表の実

績値に差異が生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 また、移転に伴う特別損益の計上及び繰延税金資産の取り崩しと最近の業績動向を踏まえ、同じく 2025

年８月 14日に公表いたしました 2026年６月期（2025年７月１日～2026年６月 30日）通期連結業績予想を

下記のとおり修正いたしましたので、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

１．2026年６月期第２四半期（中間期）連結業績予想と実績との差異(2025年７月１日～2025年 12月 31日) 

 売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

半期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

3,270 

百万円 

71 

百万円 

△376 

百万円 

△332 

円 銭 

△31.99 

実績値（Ｂ） 2,830 △49 △498 △627 △61.23 

増減額（Ｂ-Ａ） △439 △120 △122 △294 ― 

増加率（％） △13.4 ― ― ― ― 

 

２．2026年６月期通期連結業績予想数値の修正（2025年７月１日～2026年６月 30 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

１株当たり 

当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 

百万円 

7,421 

百万円 

910 

百万円 

20 

百万円 

△68 

円 銭 

△6.57 

今回発表予想（Ｂ） 5,936 261 △634 △789 △77.06 

増減額（Ｂ-Ａ） △1,485 △649 △655 △721 ― 

増加率（％） △20.0 △71.3 ― ― ― 

（ご参考）前期実績 

（2025年６月期） 4,361 △440 △733 916 88.15 

 



３．差異及び修正の理由 

当第２四半期（中間期）連結会計期間の売上高につきましては、モビリティ・サービスセグメントは堅

調ではあるものの、スマートベニューセグメントの貸館事業のキャンセル等に伴う稼働率の低下により想

定を大幅に下回りました。 

また、利益面におきましても、人件費や経費の削減に努めたものの、売上高の大幅な減少に伴い収益力

が低下し、下記の特別損失等の計上もあり前回発表予想を下回る実績となりました。 

2026年６月期通期業績予想につきましては、引き続き収益性の改善や人件費等の抑制に努めており、一

定の効果が出始めておりますが、売上高につきましてはスマートベニューセグメントにおける貸館事業に

おいて、当初想定より軟調に推移することが想定され、大幅な収益性の改善が見込めないこととなりまし

たので、下方修正をいたします。 

 

４．特別損益の計上について 

（１）特別利益（資産除去債務戻入益）の計上 

当社は事業所移転に際し原状回復不要の発生に備えて計上しておりました資産除去債務について、賃

貸人及び後継賃借人との三者間契約により原状回復義務の一部が免除されたことに伴い、当該資産除去

債務の戻し入れを行ったことにより、資産除去債務戻入益 5,856千円を計上いたしました。 

 

（２）特別損失（減損損失）の計上 

当社が保有する事業所移転の意思決定を行った大阪本社の固定資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、減損損失 68,704千円を計上いたしました。 

 

（３）特別損失（本社移転費用）の計上 

当社は事務所移転に際し、かかる移転に伴う現所在地の退去、移転先の整備並びに引っ越し等の諸費

用の概算額として移転費用 17,398千円を見込んでおります。 

 

（４）繰延税金資産の一部取崩し 

連結子会社である株式会社 One Bright KOBEは、当期及び今後の業績動向を踏まえ、繰延税金資産の

回収可能性について慎重に検討した結果、繰延税金資産の一部の取崩しを行い、法人税等調整額 157,700

千円を計上いたしました。 

 

 

（注）上記の業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々

な要因により本資料の見通しとは異なる結果となる場合があります。 

 

以 上 


